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証券コード  6911

平成29年６月２日

株 主 各 位
東京都中央区日本橋横山町３番10号

新 日 本 無 線 株 式 会 社
代 表 取 締 役 社 長 小 倉   良

第82回定時株主総会招集ご通知

拝啓　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申し上げます。
　さて、当社第82回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださいま
すようご通知申し上げます。
　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができますので、
お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権行使書用紙に議案に
対する賛否をご表示いただき、平成29年６月22日（木曜日）午後５時15分までに到着する
ようご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬　具

記

１. 日 時 平成29年６月23日（金曜日）午前10時

２. 場 所 埼玉県ふじみ野市福岡二丁目１番１号 当社川越製作所 会議室
（末尾の会場ご案内をご参照ください。）

３. 目 的 事 項
報 告 事 項 第82期（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）事業報告、

連結計算書類、計算書類ならびに会計監査人および監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

決 議 事 項
第１号議案 定款一部変更の件
第２号議案 取締役８名選任の件
第３号議案 監査役１名選任の件
第４号議案 補欠監査役１名選任の件

４. 招集通知添付書類および株主総会参考書類に関する事項
(1) 招集通知に添付すべき書類のうち、以下の事項につきましては、法令および当
社定款の規定に基づき、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載しておりま
すので、本招集通知添付書類には記載しておりません。
①連結計算書類の連結注記表
②計算書類の個別注記表

(2) 事業報告、連結計算書類および計算書類ならびに株主総会参考書類に修正が生
じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイトに掲載させていただきます。

当社ウェブサイト　http://www.njr.co.jp/
　以　上

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください
ますようお願い申し上げます。
　当日は、当社役員および係員は軽装（クールビズ）にて対応させていただきますので、
何卒ご理解賜りますようお願い申し上げます。

－ 1 －

株主各位
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（添付書類）

事　 業　 報　 告

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

1.　企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過およびその成果

当連結会計年度（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）における世界経

済は、中国や新興国の成長鈍化に加え、欧州経済も英国のEU離脱決定後の政治不安

から力強さを欠き、先行き不透明な状況となっております。わが国経済においても、

雇用環境の改善は進んでいるものの、個人消費は依然低調なままとなっており、経

済活動の先行きに関しても米国新政権の保護主義政策が過度に強まる可能性もあり、

不透明感が増しております。

このような経済状況の中、当社グループでは中長期的な業績の拡大に向けた

FORWARD戦略を継続して実施し、電子デバイス製品ではSAW(Surface Acoustic Wave)

やMEMS(Micro Electrical Mechanical Systems)といった従来の半導体製品の枠に

とどまらない製品開発、事業展開に注力し、マイクロ波製品についても、衛星通信

用超小型送信機の開発を進めました。また、既存製品については、電子デバイス製

品では安定的に市場が拡大している車載・産業機器向けの拡販を進めることで業績

の安定化に努めました。

当連結会計年度の当社グループの業績は、主力の電子デバイス製品において、年

初より急速に進行した円高の影響を受けたものの、国内顧客を中心とした車載品の

堅調な受注が下支えし、売上高は前年度と比べて微増となりました。しかし、営業

利益は、円高の影響に加え、新規事業立ち上げのため人件費などの固定費が増加し、

前年度に比べて減少いたしました。

また、親会社株主に帰属する当期純利益につきましては、有価証券の売却益はあ

ったものの、固定資産の減損損失の計上を行ったため、減少いたしました。

この結果、当連結会計年度の経営成績は、以下のとおりとなりました。

売 上 高 48,865百万円 （前年度比　 2.2％増）

営 業 利 益 1,792百万円 （前年度比　42.7％減）

経 常 利 益 1,859百万円 （前年度比　39.9％減）
親会社株主に帰属
する当期純利益

616百万円 （前年度比　75.3％減）

－ 2 －

事業の経過及びその成果
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当期末の配当につきましては、誠に遺憾ながら見送りとさせていただきました。

株主の皆様には、ご理解賜りますようお願い申し上げます。

セグメント情報については次のとおりであります。なお、セグメント利益は営業

利益ベースの数値であります。

また、当連結会計年度より、報告セグメントを、従来の「マイクロ波管・周辺機

器」、「マイクロ波応用製品」および「電子デバイス」の３区分から、「マイクロ

波製品」および「電子デバイス製品」の２区分に変更しております。以下の前年度

比については、前年度の数値を変更後のセグメント区分に組み替えた数値で比較し

ております。

マイクロ波製品

電子管・レーダーコンポーネントについては、官公需・民需ともに造船市場が低

調に推移していることから、大幅な売上減となりました。衛星通信用コンポーネン

トについても、海外顧客が多く為替の影響を受けやすいため、年初から急速に進行

した円高に苦戦を強いられました。

この結果、当セグメントの売上高、セグメント利益とも、前年度に比べて低調な

ものとなりました。

売 上 高 6,066百万円 （前年度比　 4.3％減）

セグメント利益 552百万円 （前年度比　47.6％減）

電子デバイス製品

主力のオペアンプ・コンパレータは、拡販を進めている車載品について、一台あ

たりの電子部品の採用数が増えているということもあり、主要顧客である国内顧客

からの堅調な受注に加え、海外顧客からの受注も増え、好調に推移しました。また、

受託製造販売は、子会社を中心に好調を持続しました。一方、FORWARD製品について

は、スマートフォン市場における当社客先の好不調により波がありましたが、SAW組

立など新たなFORWARD案件が軌道に乗り、FORWARD全体としては順調に推移しました。

この結果、当セグメントの売上高は前年度と比べて微増となりました。セグメン

ト利益については為替要因に加え、新規事業立ち上げのためのプロセス改善費用や

人件費が増加したため、低調なものとなりました。

売 上 高 42,798百万円 （前年度比　 3.2％増）

セグメント利益 2,972百万円 （前年度比　18.3％減）

－ 3 －

事業の経過及びその成果
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(2) 設備投資等の状況

当連結会計年度において実施いたしました設備投資は、電子デバイスの製造設備や

研究開発設備を中心に総額2,766百万円（前年度比683百万円減）となりました。

この事業報告に記載すべき、当連結会計年度中に完成した主要設備、継続中の主要

設備の新設・拡充、重要な固定資産の売却・撤去・滅失に該当する事項はありません。

(3) 資金調達の状況

①　当連結会計年度において、社債や新株等の発行はありません。

②　当連結会計年度末の借入金の残高は、総額10,069百万円となり、前年度末比452百

万円の減少となりました。

③　長期運転資金として平成29年３月に㈱みずほ銀行をアレンジャーとするシンジケ

ートローンにより、長期借入金4,000百万円を調達しております。

当社の親会社 日清紡ホールディングス㈱のCMS（キャッシュ・マネジメント・サービス）

取引に参加しており、当連結会計年度末における借入金残高は、短期借入金4,552百

万円であります。

また、一部の連結子会社は日清紡ホールディングス㈱のグループ会社より資金調達

しており、当連結会計年度末における借入金残高は、短期借入金507百万円でありま

す。

－ 4 －

設備投資等の状況、資金調達の状況
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(4) 対処すべき課題

当社グループでは、平成23年度から抜本的な経営改革に取り組み、積極的な製品開

発、拡販活動を実践してまいりました。今後も、顧客の要望に合った製品開発を心掛

け、業績のさらなる向上とキャッシュ・フローの改善を図り、株主の皆様をはじめと

するすべてのステークホルダーの信頼にお応えできるよう尽力してまいります。

中長期的な会社の経営戦略と対処すべき課題は、次のとおりであります。

第一に「成長市場への取り組み」についてであります。電装化により着実に市場が

拡大している車載・産業機器市場、スマートフォンを中心に全世界で拡大を続けてい

るコミュニケーション・デバイス市場、IoTの進展により今後拡大が期待される衛星通

信市場の三つを注力すべき成長市場と位置付けております。そして、それぞれの市場

に対応するため、平成29年４月１日付で組織変更を行い、「電子デバイス事業部」、

「通信デバイス事業部」と「マイクロ波事業部」の３事業部制をとることとしました。

事業の方向性を明確にすることにより、人的・物的リソースを集中させ、それぞれの

市場ニーズを機敏に捉えた営業活動を戦略的に展開してまいります。

第二に「新規事業」についてであります。当社グループは今まで手掛けていなかっ

たパッシブ製品（受動部品）の開発・生産を通じて得た技術を、従来のアクティブ製

品（能動部品）である半導体生産技術と組み合わせ、新たなパッシブ製品の開発、事

業展開を進めております。当社グループは事業構造改革以降、こうした新規事業を

「FORWARD」と称し、業績拡大のための成長エンジンとして重視しております。今後も

新たな軸となる事業を育ててまいります。

第三に「Healthy Companyの推進」であります。国内において少子高齢化が進む中、

当社グループでも従業員の高齢化が進んでおります。従業員が年齢に関わらず生き生

きと働ける環境作りに努め、組織の活性化を図ってまいります。

－ 5 －

対処すべき課題
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(5) 財産および損益の状況の推移

区 分
平成26年３月期

第79期
平成27年３月期

第80期
平成28年３月期

第81期
平成29年３月期
第82期(当期)

売 上 高(百万円) 42,080 45,220 47,816 48,865

経 常 利 益(百万円) 2,246 3,379 3,095 1,859

親会社株主に帰属す
る 当 期 純 利 益

(百万円) 2,561 4,580 2,496 616

１株当たり当期純利益 (円) 65.47 117.09 63.81 15.75

総 資 産(百万円) 37,174 39,011 40,254 40,409

純 資 産(百万円) 7,455 10,708 10,666 11,192

(6) 親会社および子会社の状況(平成29年３月31日現在）

①　親会社の状況

当社の親会社は、日清紡ホールディングス㈱であります。同社は当社普通株式

24,885,000株（持株比率63.61％）を保有しております。当社は同社と、資金の借入

等の取引があります。

（注）親会社 日清紡ホールディングス㈱との取引に当たっては、借入金の利息を市場

金利等を参考に合理的に決定しており、当社の利益を害するものではないと判断

しております。

②　子会社の状況

会　社　名 資本金 出資比率 主要な事業内容
百万円 ％

佐 賀 エ レ ク ト ロ ニ ッ ク ス ㈱ 50 100.00 電子デバイス製品の組立
　千米ドル ％

N J R   C O R P O R A T I O N 70 100.00 電子デバイス製品の販売支援
　百万バーツ ％

T H A I   N J R   C O . , L T D . 240 100.00 電子デバイス製品等の組立
千シンガポールドル ％

N J R ( S I N G A P O R E ) P T E   L T D 200 100.00 電子デバイス製品等の販売
百万円 ％

㈱エヌ・ジェイ・アール福岡 300 100.00 電子デバイス製品の製造・販売
　千米ドル ％

恩結雅（上海）貿易有限公司 700 100.00 電子デバイス製品等の販売
　百万ウォン ％

N J R   K O R E A   C O . , L T D . 100 100.00 電子デバイス製品の販売支援
　万ユーロ ％

N J R   E u r o p e   G m b H 15 100.00 電子デバイス製品の販売支援

（注）１. 上記のほかに、清算手続き中の子会社NJR HONG KONG LIMITEDがあります。

２. THAI NJR CO.,LTD.は、間接所有割合 5.83％を含めております。

３. NJR KOREA CO.,LTD.、NJR Europe GmbH 、NJR HONG KONG LIMITED(清算手続

き中）の３社は、非連結子会社であります。

－ 6 －

財産及び損益の状況の推移、親会社及び子会社の状況
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(7) 主要な事業内容（平成29年３月31日現在）

　主要な事業は、マイクロ波製品、電子デバイス製品の製造、販売および研究開発で

あります。

セ グ メ ン ト 営 業 品 目

マ イ ク ロ 波
製 品

マイクロ波電子管（マグネトロン、CFA、TWT、クライストロン、切換管など）、
レーダーコンポーネント、カソード（バリウム含浸型陰極など）

マイクロ波コンポーネント（衛星通信／地上通信用コンポーネント、
センサモジュールなど）

電子デバイス
製 品

半導体集積回路（バイポーラ、CMOS、Bi-CMOS）、半導体デバイス
（光半導体素子、GaAs IC）、SAWフィルタ、 MEMSなど

(8) 主要な営業所および工場（平成29年３月31日現在）

①　当社

名   称 所 在 地

本 社 東 京 都 中 央 区

川 越 製 作 所 埼 玉 県 ふ じ み 野 市

西 日 本 営 業 部 大阪府大阪市中央区

②　子会社

会 社 名 所 在 地

佐 賀 エ レ ク ト ロ ニ ッ ク ス ㈱
本 社 東京都中央区

佐 賀 製 作 所 佐賀県神埼郡吉野ヶ里町

N  J  R  　 C  O  R  P  O  R  A  T  I  O  N 米国カリフォルニア州

T  H  A  I 　 N  J  R 　 C  O . , L  T  D . タイ国ランプーン県

N J R ( S I N G A P O R E ) P T E  L T D シンガポール

㈱ エ ヌ ・ ジ ェ イ ・ ア ー ル 福 岡 福岡県福岡市西区

恩 結 雅 ( 上 海 ) 貿 易 有 限 公 司 中国上海市

N J R  K O R E A  C O . , L T D . 韓国ソウル特別市

N J R  H O N G  K O N G  L I M I T E D 中国香港特別行政区

N J R  E u r o p e  G m b H ドイツ フランクフルト市

 （注） NJR KOREA CO.,LTD.、NJR Europe GmbH 、NJR HONG KONG LIMITED （清算手続

き中）の３社は、非連結子会社であります。

－ 7 －

主要な事業内容、営業所及び工場
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(9) 従業員の状況（平成29年３月31日現在）

セ グ メ ン ト 従 業 員 数 前 年 度 末 比 増 減

マ イ ク ロ 波 製 品 240 名 8 名

電 子 デ バ イ ス 製 品 2,346 49

全 　 　 　 　 　 　 社 　 　 ( 共 　 　 通 ) 145 7

合 計 2,731 64

（注）従業員数は就業人員であり、使用人兼務取締役を含めておりません。

(10) 主要な借入先の状況（平成29年３月31日現在）

借 入 先 借 入 額

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 4,000 百万円

日清紡ホールディングス㈱（CMS） 4,552 百万円

（注）シンジケートローンは、㈱みずほ銀行をアレンジャーとする計７行の協調融資によ

るものであります。

－ 8 －

従業員の状況、主要な借入先の状況
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2.　会社の株式に関する事項（平成29年３月31日現在）
(1) 発行済株式の総数 39,131,000 株

(2) 株主数 2,825 名

(3) 大株主（上位10名）

株 主 名 持  株  数 持 株 比 率

日 清 紡 ホ ー ル デ ィ ン グ ス 株 式 会 社 24,885,000 株 63.61 ％

UBS AG LONDON A/C IPB SE GREGATED CLIENT ACCOUNT 1,570,000 4.01

新 日 本 無 線 従 業 員 持 株 会 605,358 1.54

新 日 無 取 引 先 持 株 会 598,500 1.52

日本トラスティ･サービス信託銀行株式会社（信託口） 546,400 1.39

G O V E R N M E N T  O F  N O R W A Y 440,600 1.12

米 山 鐘 秀 347,500 0.88

日 本 マ ス タ ー ト ラ ス ト 信 託 銀 行 株 式 会 社 （ 信 託 口 ) 346,500 0.88

THE  BANK  OF  NEW YORK  MELLON  1 40044 326,200 0.83

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口５） 313,900 0.80

（注）持株比率は自己株式（9,938 株）を控除して計算しております。

(4) その他株式に関する重要な事項

期末保有自己株式 普通株式 9,938 株

上記以外の自己株式の取得処分等につきましては、該当事項はありません。

3.　会社の新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

－ 9 －
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4.　会社役員に関する事項

(1) 取締役および監査役の氏名等（平成29年３月31日現在）

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担 当 ま た は 重 要 な 兼 職 の 状 況 等

代 表 取 締 役
社 長 小 倉 　 良 日清紡ホールディングス㈱ 取締役常務執行役員

代 表 取 締 役
専 務 執 行 役 員 荒 井 　 学 管理部門統括総務本部長

取 締 役
常 務 執 行 役 員 野 邉 和 重 事業部門統括電子デバイス生産本部長

取 締 役
執 行 役 員 森 田 謙 一 管理本部長

取 締 役 河 田 正 也
日清紡ホールディングス㈱ 代表取締役社長、
日本無線㈱取締役

取 締 役 田　中　健一郎 弁護士

取 締 役 外 山 和 男

常 勤 監 査 役 大 副 和 夫

常 勤 監 査 役 中 西 幹 男

監 査 役 藤 巻 真 人 中央不動産㈱ 代表取締役副社長

（注）１. 取締役 田中健一郎、外山和男の両氏は社外取締役であります。

２. 監査役 中西幹男、藤巻真人の両氏は社外監査役であります。

３. 監査役 大副和夫氏は当社の取締役や子会社の監査役の経験等の幅広い見識を、

中西幹男氏は、当社の親会社 日清紡ホールディングス㈱の監査室長としての業務

経験を、藤巻真人氏はみずほ証券㈱の常務執行役員の経験をそれぞれ有し、財務

会計に関する相当程度の知見を有しております。

４. 当社は、㈱東京証券取引所の定めに基づく独立役員として取締役 田中健一郎、

外山和男の両氏を指名し、同取引所に届け出ております。

５. 平成28年６月23日開催の第81回定時株主総会において、佐野允夫氏を補欠監査

役として選任しております。

６. 平成28年６月23日開催の第81回定時株主総会の終結の時をもって、監査役 田

代雅樹氏は辞任により退任いたしました。

７．平成29年４月１日付で、取締役の担当を以下のとおり変更しております。
・取締役 野邉和重氏は、 電子デバイス生産本部長から電子デバイス事業部長
に就任いたしました。

－ 10 －
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８. 当社では、意思決定・監督と執行の分離による取締役会の活性化のため、執行

役員制度を導入しております。取締役兼務執行役員を除く平成29年４月１日現

在の執行役員体制は、下表のとおりであります。

会 社 に お け る 地 位 氏 名 担当または重要な兼職の状況等

常務執行役員 山　賀　重　來 通信デバイス事業部長

常務執行役員 瀬志本　　　明 新規事業開発担当

執 行 役 員 定　塚　　　孝 マイクロ波事業部長

執 行 役 員 木佐貫　郁　朗 川越製作所長

執 行 役 員 大　友　規　夫 電子デバイス営業本部長

執 行 役 員 小宮山　一　明
電子デバイス生産本部長
兼　電子デバイス開発本部長

執 行 役 員 大　島　　　力 人事本部長

(2) 責任限定契約の内容の概要

　当社と非業務執行取締役および監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同

法第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しておりますが、その概要は、

同法第423条第１項の責任について、同法第425条第１項に定める 低責任限度額を限

度とするものであります。なお、当該責任限定が認められるのは、当該非業務執行取

締役または監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ重大な過失が

ない場合に限定されます。

(3) 役員報酬等の総額

①　当事業年度に係る報酬等の総額

報 酬 等 の 総 額 左記の内、社外

名 百万円 名 百万円
取 締 役 10 125 2 10

監 査 役 4 28 3 15

合 計 14 153

②　社外役員が親会社等または親会社等の子会社等（当社を除く）から受けた役員報
酬等の総額

当事業年度において、社外役員が、親会社および親会社の子会社から役員とし
て受けた報酬等はありません。

－ 11 －
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(4) その他、役員に関する重要な事項

　該当事項はありません。

(5) 社外役員に関する事項

①　社外役員の重要な兼職の状況等(平成29年３月31日現在）

区 分 氏 名 兼 職 先 会 社 名 左記における役職 当 社 と の 関 係

取締役 田　中　健一郎 － － －

外　山　和　男 － － －

監査役 中　西　幹　男 － － －

藤　巻　真　人 中央不動産㈱ 代表取締役副社長 －

②　会社または会社の特定関係事業者の業務執行者との親族関係

該当事項はありません。

③　社外役員の主な活動状況

区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取締役 田　中　健一郎 取締役会には全て出席し、社外取締役として適宜適切な助言や意見を述べて
おります。

外　山　和　男 平成28年６月23日就任以降の取締役会には全て出席し、社外取締役として適宜
適切な助言や意見を述べております。

監査役 中　西　幹　男 取締役会、監査役会とも全て出席し、社外監査役として適宜適切な意見を述べ
ております。

藤　巻　真　人 平成28年６月23日就任以降の取締役会、監査役会とも全て出席し、社外監査役
として適宜適切な意見を述べております。

－ 12 －
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5.　会計監査人の状況

(1) 会計監査人の名称

有限責任監査法人トーマツ

(2) 責任限定契約の内容の概要

該当事項はありません。

(3) 当事業年度に係る会計監査人の報酬等

当社が会計監査人に支払うべき公認会計士法（昭和23年法律第103号）第２

条第１項の業務に係る報酬等の合計額
41百万円

当社および当社の連結子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合

計額
41百万円

（注）１.当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品

取引法に基づく監査の監査報酬の額を区分しておらず、実質的にも区分できない

ため、上記の金額は、会社法および金融商品取引法に基づく監査報酬の合計額で

あります。

２.当社の在外連結子会社（ただし、NJR CORPORATIONを除く）は、当社の会計監査

人以外の監査人による監査を受けております。

(4) 監査役会が会計監査人の報酬等に同意した理由

監査役会が会社法第399条第１項の同意をした理由は、取締役会、社内関係部署およ

び会計監査人からの必要な資料の入手や報告の聴取を通じて、会計監査人の監査計画

の内容、従前の事業年度における職務執行状況や報酬見積の算出根拠等を総合的に検

討した結果、報酬等の額は相当であると判断したためであります。

(5) 会計監査人の解任または不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要があると判断

した場合は、会計監査人の解任または不再任を決定し、当該議案を株主総会の会議の

目的とすることを確認します。

なお、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当すると認められる

場合は、監査役全員の同意により、会計監査人を解任します。この場合、監査役会が

選定した監査役は、解任後 初に招集される株主総会において、解任の旨およびその

理由を報告いたします。

－ 13 －
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6.　会社の体制および方針
(1) 業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要

会社法および会社法施行規則に基づき取締役会で決議いたしました内部統制システムの
整備の基本方針は、以下のとおりであります。

内部統制システムの整備の基本方針

　当社は、企業の健全で持続的な発展のために内部統制システムを継続的に整備し運用
することが経営上の重要な課題であると考え、会社法及び会社法施行規則の規定等に従
い、次のとおり「内部統制システムの整備の基本方針」（以下「本方針」という。）を決定し、も
って業務の有効性、効率性および適正性を確保し、企業価値の増大につなげる。

1.　取締役・使用人の職務の執行が法令・定款に適合することを確保するための体制
(1) 取締役・従業員は、法令遵守（以下「コンプライアンス」という。）の拠り所として、新日本

無線企業行動規準に従い、職務の執行を行う。
(2) 社外取締役を継続して選任することにより、取締役の職務執行の監督機能の維持、向

上を図る。
(3) 監査役は、独立した立場から、内部統制システムの整備・運用状況を含め、取締役の

職務執行を監査する。
(4) 新日本無線企業行動規準の社内周知、体系的教育を実施することにより、役員および

従業員のコンプライアンス意識の維持、向上を図る。
(5) 市民社会の秩序や企業の健全な活動に脅威を与える反社会的勢力に対しては、関係

機関との連携を含め組織全体で毅然として対応し、一切の関係を遮断する。
(6) 内部監査部門は、内部統制システムが有効に機能しているかを監視する。
(7) 当社の事業に適用される法令等を識別し、その内容を関連部署に周知徹底すること

により、法的要求事項を遵守する基盤を整備する。
(8) 内部通報制度運用規程等に従い、通報者の保護の徹底と法令違反行為の早期発

見・是正を図る。
2.　取締役の職務の執行に係る情報の保存および管理に関する体制

(1) 株主総会・取締役会等の重要な会議の議事録、経営の重要な意思決定・執行に係る
記録等は、文書管理規程および情報管理規程等に従い、適切かつ確実に記録、保
存、管理する。

3.　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
(1) リスクマネジメントを経営の重要課題と位置づけ、当社グループの内部統制システム運

用規程、危機管理規程等に従い、リスクの洗い出し、リスク対策、リスク対策の検証、緊
急事態発生時の対応を行う。

(2) 情報管理規程等に従い、個人情報・顧客情報を含む社内情報の社外流出リスクへの
対応を行う。

(3) 与信管理規程等に従い、売掛債権の貸倒リスクへの対応を行う。

4.　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
(1) 事業環境の変化に対応した経営の意思決定の迅速化および執行役員の権限と責任

の明確化による業務執行体制の強化を目的とした執行役員制度を採用している。
(2) 常勤の取締役および執行役員で構成される業務執行会議を毎月１回以上開催して、

業務執行の状況把握と相互牽制システムの充実を図る。
(3) 決算業務および社内決裁等の迅速化・効率化を図る。
(4) 職務分掌規程、職務権限規程等に従い、意思決定権限の明確化・効率化を図る。

－ 14 －
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5.　当社ならびにその親会社および子会社から成る企業集団における業務の適正を確保す
るための体制
(1) 当社では、親会社である日清紡ホールディングス株式会社の取締役が当社取締役に

就任しており、企業集団として業務執行の監督を受けている。
(2) 子会社各社の企業行動規準等を定め、当社グループ全社のコンプライアンス体制の

構築に努める。
(3) 関係会社管理規程等に従い、各社毎の担当部門を定め、各社から業務に関する報

告・連絡等を受ける。
(4) 当社の役員等が、子会社各社の取締役・監査役を兼任し、業務執行を監督・監査す

る。
(5) 当社が外部に設置している内部通報窓口(ヘルプライン）を、当社グループ全社に適

用する。
6.　財務報告の信頼性を確保するための体制

(1) 内部統制システム運用規程に従い、財務報告の信頼性の向上を図り、財務報告の重
要な事項に虚偽記載が生ずることのないように努める。

7.　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使用人に
関する事項および当該使用人の取締役からの独立性に関する事項
(1) 監査役は、内部監査部門等に所属する従業員に監査業務に必要な事項を指示する

ことができる。
(2) 監査役から監査業務に関する指示を受けた従業員は、監査役の指示に関し、取締

役、所属部門の上司の指揮命令を受けない。
8.　監査役への報告に関する体制および監査役の監査が実効的に行われることを確保する

ための体制
(1) 監査役は、取締役会・業務執行会議、その他経営に係る重要な会議に出席し、意見

を述べるとともに、当社および子会社各社の取締役、監査役、執行役員および従業員
から業務執行または監査業務の状況について報告を求めることができる。

(2) 監査役は、当社および子会社各社の取締役会議事録等の業務執行に係る記録を常
に閲覧することができる。

(3) 監査役は、当社および子会社各社の稟議書等全ての決裁文書を確認することができ
る。

(4) 監査役は、全ての内部監査部門の監査に係る監査報告書および是正措置に係る報
告書を閲覧することができる。また、内部監査部門は、内部監査に関する重要な事項を
監査役に報告するとともに、監査役と連携を図る。

(5) 監査役は、代表取締役と定期的な会合を持ち、相互の意思疎通を図るため意見交換
することができる。

(6) 当社および子会社各社の取締役、監査役、執行役員および従業員は、当社グループ
の信用の大幅な低下、業績への深刻な悪影響、コンプライアンスに抵触する重大な行
為またはこれらのおそれが生じたときは、直接にまたは職制等を通じて、監査役に対し
て速やかに報告を行う。また、経理部門、内部監査部門等の責任者は、その職務の内
容に応じ、監査役に対する報告を行う。

(7) 当社および子会社各社の取締役・従業員は、監査役に対して監査業務等に関する報
告を行ったことを理由に、当該報告を行った者に不利益な取扱いをしない。

(8) 監査役の職務遂行に必要な費用は、当社が負担する。
以上

－ 15 －
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(2) 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

①コンプライアンスに関する取組み

当社では、新日本無線企業行動規準に基づいたコンプライアンス教育をすべての

部門で実施することで、役員および従業員のコンプライアンス意識の維持、向上を

図っております。

また、内部通報制度運用規程に基づき内部通報制度を運用することで、通報者の

保護の徹底を図るとともに、法令等違反行為の早期発見・是正を行っております。

②情報管理に関する取組み

当社では情報管理規程およびインサイダー取引管理規程により、当社グループの

情報管理体制や管理方法を統一するとともに、文書管理規程を整備することで、取

締役の職務執行に係る情報について、当社グループ全体として適切かつ確実に記録、

保存、管理しております。

③危機管理に関する取組み

当社グループでは、内部統制システム運用規程に基づき、リスクの洗出しおよび

対策とその対策の検証を行うとともに、取締役会においてリスクの評価と対応の有

効性の監督を行っております。

また、危機管理規程を定めることにより、当社グループの緊急事態における基本

方針や行動指針ならびに危機管理体制を定め、当社グループとして迅速かつ的確に

対応するための体制を整備しております。また、事業継続に関する様々な課題に対

応するため、執行役員をリーダーとしたBCP分科会を設置し、当社グループの地震お

よび感染症に対するBCP（事業継続計画）の有効性の向上を図っております。

④取締役の職務執行の効率性を確保するための取組み

当社では、執行役員制度を採用し、事業環境の変化に対応した経営の意思決定の

迅速化を図るとともに、取締役会規程、職務権限規程等により取締役会で決議する

事項と執行役員に委任する事項を明確に定めております。

また、取締役会への付議事項を除く業務執行上の重要事項については、業務執行

会議で決議しており、取締役会は適宜これらの報告を受けております。

⑤企業集団における業務の適正性に関する取組み

当社では、関係会社管理規程を定めることにより、関係会社に対する管理の基本

となる事項を定め、当社グループにおける連携の強化と管理の適正化を図っており、

かつ、同規程において当社と子会社との合議・相談事項を明確にすることにより、

適宜、子会社から業務に関する報告・連絡等を受けております。

また、当社が外部に設置している内部通報窓口（ヘルプライン）を当社グループ

にも適用し、当社グループにおける法令等違反行為の早期発見と是正に努めており

ます。

－ 16 －

会社の体制及び方針
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⑥財務報告の信頼性確保に関する取組み

当社グループでは、内部統制システム運用規程に基づき、自部門の業務プロセス

の内部統制の整備状況および運用状況を自己点検するとともに、担当役員が当該業

務プロセスの内部統制の有効性を評価することとしております。

また、内部監査部門は業務プロセスの内部統制を監査することにより、内部統制

システムが有効に機能しているかどうかを監視しております。

⑦監査役監査の実効性確保に関する取組み

監査役は、取締役会および業務執行会議等重要な会議への出席や代表取締役、会

計監査人および内部監査部門との間で定期的に情報交換等を行うことで、取締役の

職務執行の監査ならびに内部統制システムの整備および運用状況を確認しておりま

す。

また、内部通報制度運用規程における通報内容等が、常勤監査役にも通知される

仕組みを整備することで、監査役監査の実効性確保のための体制を整備しておりま

す。

(3) 剰余金の配当等の決定に関する方針
当社は、株主の皆様に対して安定した配当を継続することが重要であると考えて

おります。しかし、当期末配当につきましては、平成29年４月28日公表のとおり、
誠に遺憾ながら見送らせていただきました。

(4) 株式会社の支配に関する基本方針
該当事項はありません。

以上

（注）　当事業報告に記載されている金額につきましては、消費税等は含まれておらず、かつ百万円未満を切り捨て
て表示しております。

－ 17 －
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連結貸借対照表
（平成29年３月31日現在）

（単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資  産  の  部) 40,409 (負  債  の  部) 29,217

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

電 子 記 録 債 権

商 品 及 び 製 品

仕 掛 品

原材料及び貯蔵品

繰 延 税 金 資 産

そ の 他

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建物及び構築物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

商 標 権

施 設 利 用 権

ソ フ ト ウ エ ア

ソフトウエア仮勘定

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

繰 延 税 金 資 産

破産更生債権等

そ の 他

貸 倒 引 当 金

28,701

1,252

9,446

3,137

3,050

7,268

3,270

992

283

11,708

10,688

5,378

3,233

1,460

266

14

334

287

0

10

210

65

732

195

67

1

469

△1

流 動 負 債 16,225

支払手形及び買掛金 3,088

電 子 記 録 債 務 1,663

短 期 借 入 金 5,059

１年内返済予定の長期借入金 1,020

リ ー ス 債 務 5

未 払 法 人 税 等 351

未 払 費 用 3,781

役員賞与引当金 18

そ の 他 1,236

固 定 負 債 12,992

長 期 借 入 金 3,990

リ ー ス 債 務 11

繰 延 税 金 負 債 3

退職給付に係る負債 8,459

資 産 除 去 債 務 56

そ の 他 471

(純 資 産 の 部) 11,192

株 主 資 本 12,678

資 本 金 5,220

資 本 剰 余 金 5,223

利 益 剰 余 金 2,239

自 己 株 式 △4

その他の包括利益累計額 △1,486

その他有価証券評価差額金 47

為替換算調整勘定 △453

退職給付に係る調整累計額 △1,079

資 産 合 計 40,409 負債及び純資産合計 40,409

－ 18 －
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連結損益計算書

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 48,865

売 上 原 価 39,595

売 上 総 利 益 9,269

販売費及び一般管理費 7,476

営 業 利 益 1,792

営 業 外 収 益

受 取 利 息 1

受 取 配 当 金 8

為 替 差 益 73

屑 売 却 益 73

損 害 賠 償 金 56

受 取 賃 貸 料 70

そ の 他 95 380

営 業 外 費 用

支 払 利 息 68

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 手 数 料 56

損 害 賠 償 金 179

そ の 他 9 313

経 常 利 益 1,859

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 5

投 資 有 価 証 券 売 却 益 357

関 係 会 社 清 算 益 3 366

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 17

固 定 資 産 売 却 損 0

減 損 損 失 1,559 1,577

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 648

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 308

法 人 税 等 調 整 額 △276 32

当 期 純 利 益 616

非支配株主に帰属する当期純利益 ―

親会社株主に帰属する当期純利益 616

－ 19 －
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連結株主資本等変動計算書

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本 そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額

純資産

合 計
資 本 金

資 本

剰 余 金

利 益

剰 余 金

自 己

株 式

株 主 資

本 合 計

そ の 他

有 価 証

券 評 価

差 額 金

為 替 換

算 調 整

勘 定

退 職 給

付 に 係

る 調 整

累 計 額

そ の 他

の 包 括

利 益

累 計 額

合 計

当期首残高 5,220 5,223 1,623 △4 12,062 215 △505 △1,105 △1,395 10,666

当期変動額

親会社株主

に帰属する

当期純利益

616 616 616

株主資本以外

の項目の当期

変動額(純額)

△167 51 25 △90 △90

当期変動額

合 計
－ － 616 － 616 △167 51 25 △90 525

当期末残高 5,220 5,223 2,239 △4 12,678 47 △453 △1,079 △1,486 11,192

－ 20 －
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貸 借 対 照 表
（平成29年３月31日現在）

（単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資  産  の  部) 33,034 (負  債  の  部) 25,461

流 動 資 産
現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
電 子 記 録 債 権
売 掛 金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原材料及び貯蔵品
前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
短 期 貸 付 金
未 収 入 金
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
有 形 固 定 資 産

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 運 搬 具
工具、器具及び備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産
電 話 加 入 権
ソ フ ト ウ エ ア
ソフトウエア仮勘定

投資その他の資産
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関係会社出資金
長 期 前 払 費 用
前 払 年 金 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他

24,958
552
461

2,341
7,769
2,930
6,042
1,907

59
812

2,309
1,537

19
△1,784
8,075
5,447
3,118

80
1,137

3
679
173
11
243
223
9

148
65

2,405
187

1,631
80
167
221
69
47

流 動 負 債 15,116

買 掛 金 3,546

電 子 記 録 債 務 1,663

短 期 借 入 金 5,272

１年内返済予定の長期借入金 1,020

リ ー ス 債 務 4

未 払 金 679

未 払 費 用 2,381

未 払 法 人 税 等 184

前 受 金 23

預 り 金 114

役員賞与引当金 8

そ の 他 216

固 定 負 債 10,345

長 期 借 入 金 3,990

リ ー ス 債 務 8

退職給付引当金 3,327

関係会社事業損失引当金 2,682

資 産 除 去 債 務 33

長期預り保証金 264

そ の 他 39

(純 資 産 の 部) 7,572

株 主 資 本 7,534

資 本 金 5,220

資 本 剰 余 金 5,223

資 本 準 備 金 5,223

利 益 剰 余 金 △2,905

利 益 準 備 金 441

その他利益剰余金 △3,346

繰越利益剰余金 △3,346

自 己 株 式 △4

評価・換算差額等 38

その他有価証券評価差額金 38

資 産 合 計 33,034 負債及び純資産合計 33,034

－ 21 －
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損 益 計 算 書

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高 42,833

売 上 原 価 35,904

売 上 総 利 益 6,929

販売費及び一般管理費 6,418

営 業 利 益 510

営 業 外 収 益

受 取 利 息 35

受 取 配 当 金 247

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 16

関係会社事業損失引当金戻入額 92

損 害 賠 償 金 68

そ の 他 84 545

営 業 外 費 用

支 払 利 息 60

為 替 差 損 0

シ ン ジ ケ ー ト ロ ー ン 手 数 料 56

損 害 賠 償 金 179

そ の 他 2 299

経 常 利 益 757

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 4

投 資 有 価 証 券 売 却 益 357

関 係 会 社 清 算 益 3 365

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 15

固 定 資 産 売 却 損 0

減 損 損 失 1,559 1,575

税 引 前 当 期 純 損 失 452

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 △202

法 人 税 等 調 整 額 △250 △453

当  期  純  利  益 0

－ 22 －

損益計算書



2017/05/23 20:56:35 / 16267190_新日本無線株式会社_招集通知

株主資本等変動計算書

(平成28年４月１日から
平成29年３月31日まで)

（単位：百万円）

株 主 資 本
評価・

換算差額等

純資産

合 計
資本金

資本剰余金 利益剰余金

自 己

株 式

株主資

本合計

その他

有価証

券評価

差額金

評価・

換 算

差額等

合 計

資 本

準備金

資 本

剰余金

合 計

利 益

準備金

その他

利 益

剰余金 利 益

剰余金

合 計
繰 越

利 益

剰余金

当期首残高 5,220 5,223 5,223 441 △3,347 △2,905 △4 7,533 206 206 7,740

当期変動額

当期純利益 0 0 0 0

株主資本以外

の項目の当期

変動額(純額)

△167 △167 △167

当期変動額

合 計
－ － － － 0 0 － 0 △167 △167 △167

当期末残高 5,220 5,223 5,223 441 △3,346 △2,905 △4 7,534 38 38 7,572

－ 23 －
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連結計算書類に係る会計監査人監査報告

独立監査人の監査報告書

平成29年５月12日

新 日 本 無 線 株 式 会 社

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人　トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 津 田 英 嗣 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 鈴 木 　 努 

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、新日本無線株式会社の平成
28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわ
ち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表
について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して連結計算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤
謬による重要な虚偽表示のない連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者
が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連

結計算書類に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一
般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当
監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を
得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するため

の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による
連結計算書類の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監
査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監
査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するた
めに、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監
査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれ
る。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断

している。

－ 24 －
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監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、新日本無線株式会社及び連結子会社からなる企業
集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点にお
いて適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。
以　上

－ 25 －

連結計算書類に係る会計監査人監査報告



2017/05/23 20:56:35 / 16267190_新日本無線株式会社_招集通知

計算書類に係る会計監査人監査報告

独立監査人の監査報告書

平成29年５月12日

新 日 本 無 線 株 式 会 社

取 締 役 会 御 中

有限責任監査法人　トーマツ

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 津 田 英 嗣 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 鈴 木 　 努 

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、新日本無線株式会社
の平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第82期事業年度の計算書類、すな
わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその
附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に

準拠して計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これに
は、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成
し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用すること
が含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計

算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我
が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要な虚偽表示がないか
どうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査
を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠

を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正
又は誤謬による計算書類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基
づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明す
るためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じ
た適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な
表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針
及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての
計算書類及びその附属明細書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断

している。

－ 26 －

計算書類に係る会計監査人監査報告
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監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公

正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書
に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示している
ものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載

すべき利害関係はない。
以　上

(注）　本招集通知の添付書類に記載されている連結計算書類および計算書類は、会計監査人が会計監査報告を
作成するに際して監査をした計算書類および連結計算書類の一部であります。なお、法令および定款第15条に
基づき記載していない連結注記表および個別注記表については当社ホームページ（http://www.njr.co.jp/）に
掲載しております。

－ 27 －

計算書類に係る会計監査人監査報告
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監査役会監査報告

監 査 報 告 書

  当監査役会は、平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第82期事業年度の

取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、

本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

(1) 監査役会は、当期の監査の方針、監査計画、職務の分担等を定め、各監査役

から監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監

査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めま

した。

(2) 各監査役は、当期の監査の方針、監査計画、職務の分担等に従い、取締役、

監査室その他の使用人、親会社の監査役その他の使用人と意思疎通を図り、情

報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、以下の方法で監査を実施し

ました。

　①取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び監査室等からその職務の執

行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲

覧し、本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしまし

た。また、子会社については、子会社の取締役及び監査役等と意思疎通及び情

報の交換を図り、必要に応じて子会社の事業の報告を求め、その業務及び財産

の状況を調査いたしました。

　②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合するこ

とを確保するための体制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業

務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及

び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づ

き整備されている体制（内部統制システム）について、取締役及び使用人等か

らその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を

求め、意見を表明いたしました。

　③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監

視及び検証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を

受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が

適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各号に掲げ

る事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月28日企業会計審議会）

等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めました。　

以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算

書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及び

その附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、連結

株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

－ 28 －

監査役会監査報告
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２. 監査の結果

（１）事業報告等の監査結果

①　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正

しく示しているものと認めます。

②　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反す

る重大な事実は認められません。

③　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めま

す。また、当該内部統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役

の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められません。

④　事業報告に記載されている親会社等との取引について、当該取引をする

に当たり当社の利害を害さないように留意した事項及び当該取引が当社の

利益を害さないかどうかについての取締役会の判断及びその理由につい

て、指摘すべき事項は認められません。

（２）連結計算書類の監査結果

　会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当である

と認めます。

（３）計算書類及びその附属明細書の監査結果

会計監査人有限責任監査法人トーマツの監査の方法及び結果は相当である

と認めます。

平成29年５月18日

新日本無線株式会社　監査役会

常 勤 監 査 役 大 副 和 夫 
常 勤 監 査 役 中 西 幹 男 
監 査 役 藤 巻 真 人 

（注）　監査役　中西幹男、監査役　藤巻真人は、会社法第２条第16号および第335

条第３項に定める社外監査役であります。

以　上

－ 29 －

監査役会監査報告
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株主総会参考書類
　第１号議案　定款一部変更の件

１．提案の理由

　コーポレートガバナンス強化の観点から、相談役制度および顧問制度を廃止するこ

とにより、経営の透明性をより高めるため、当社現行の定款第27条（執行役員、相談

役および顧問）の一部を、平成29年６月23日を効力発生日として変更するものであります。

２．変更の内容

変更の内容は、次のとおりであります。

（下線部は変更箇所を示しております。）

現 行 定 款 変 　 更 　 案

（執行役員、相談役および顧問） （執行役員）

第 2 7 条 取締役会は、その決議により、執行役員を選

任し、取締役会の決定した業務の執行を行

わせることができる。

取締役会は、その決議により、相談役および

顧問を若干名選任することができる。

第 2 7 条 取締役会は、その決議により、執行役員を選

任し、取締役会の決定した業務の執行を行

わせることができる。

(削除）

－ 30 －

定款変更議案
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第２号議案　取締役８名選任の件

　取締役全員（７名）は、本総会終結の時をもちまして任期満了となります。つきま

しては、経営体制強化のため１名増員し、取締役８名の選任をお願いするものであり

ます。

　取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番 号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

１

お

小
ぐら

倉
 

　
りょう

良
(昭和23年10月１日生)

昭和60年２月

平成11年６月

平成13年４月

平成16年６月

平成17年４月

平成18年４月

平成21年６月

平成23年６月

平成28年６月

当社入社

取締役

汎用IC事業部長

常務取締役

半導体事業部門統括兼半導体技術本部長

半導体生産本部長

㈱エヌ・ジェイ・アール福岡 代表取締役専務取締役

当社代表取締役社長（現職）

日清紡ホールディングス㈱取締役常務執行役員

(現職）

33,900株

［重要な兼職の状況］

　日清紡ホールディングス㈱取締役常務執行役員

(取締役候補者の選任理由）
　小倉　良氏は、平成23年６月から当社の代表取締役社長を務め、事業構造改革を推進するなど、経営者
としての豊富な経験と高い見識を有しており、当社取締役としての責務を十分果たし得る人物と判断し、取
締役候補者といたしました。なお、同氏は当社の親会社である日清紡ホールディングス㈱の取締役常務執
行役員であります。

２

あら

荒
い

井
 

　
まなぶ

学
(昭和25年12月５日生)

昭和56年７月

平成14年４月

平成17年６月

平成18年４月

平成22年６月

平成24年６月

平成26年４月

平成26年６月

平成28年４月

日本無線㈱入社

同社経営企画部長

同社取締役戦略・企画担当

同社取締役管理本部長、コーポレートセンター担当

当社取締役常務執行役員総務統括本部長兼

輸出管理室長

取締役専務執行役員管理部門統括兼総務本部長

管理本部長兼総務本部長

代表取締役専務執行役員（現職）

総務本部長(現職）

17,200株

（取締役候補者の選任理由）
　荒井　学氏は、経営企画・総務・経理部門の統括責任者を務めるなど、経営および財務経理に関する経
験・実績・見識を有しており、当社取締役としての責務を十分果たし得る人物と判断し、取締役候補者といた
しました。

－ 31 －

取締役選任議案



2017/05/23 20:56:35 / 16267190_新日本無線株式会社_招集通知

候補者
番 号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

３

の

野
べ

邉
かず

和
しげ

重
(昭和33年４月16日生)

昭和56年４月

平成16年７月

平成19年４月

平成23年４月

平成24年４月

平成26年４月

平成27年４月

平成27年６月

平成28年４月

平成29年４月

当社入社

半導体製造本部 ＩＣ工場第二製造部長

㈱エヌ・ジェイ・アール福岡 製造部長

執行役員半導体生産本部副本部長

執行役員半導体生産本部長

常務執行役員

電子デバイス生産本部長

取締役執行役員

取締役常務執行役員（現職）

電子デバイス事業部長（現職）

10,400株

(取締役候補者の選任理由)
　野邉和重氏は、当社の電子デバイス生産部門の責任者を経て、現在は事業統括責任者を務めるな
ど、豊富な業務経験・実績・見識を有しており、当社取締役としての責務を十分果たし得る人物と
判断し、取締役候補者といたしました。

４

もり

森
た

田
けん

謙
いち

一
(昭和33年10月23日生)

平成２年３月

平成17年４月

平成20年７月

平成23年４月

平成24年６月

平成26年４月

平成27年６月

平成28年４月

当社入社

総務本部経理部長

総務本部副本部長

執行役員管理本部経営企画部長

執行役員管理本部長

常務執行役員電子デバイス事業部副事業部長

取締役執行役員（現職）

管理本部長（現職）

9,300株

(取締役候補者の選任理由）
　森田謙一氏は、経営企画･経理部門の責任者を務めるなど、経営および財務経理に関する経験・実
績・見識を有しており、当社取締役としての責務を十分果たし得る人物と判断し、取締役候補者と
いたしました。

－ 32 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

５

かわ

河
た

田
まさ

正
や

也
(昭和27年４月20日生)

昭和50年４月
平成18年６月
平成19年４月
平成19年６月
平成20年４月
平成21年４月
平成22年６月
平成23年６月

平成24年６月

平成25年６月
平成28年６月

日清紡績㈱(現 日清紡ホールディングス㈱)入社
同社執行役員人事本部長
同社経理本部副本部長（兼務）
同社取締役執行役員
同社事業支援センター副センター長
日清紡ブレーキ㈱代表取締役社長（兼務）
日清紡ホールディングス㈱取締役常務執行役員
同社経営戦略センター副センター長(兼務）
同社新規事業開発本部長
日清紡ケミカル㈱代表取締役社長（兼務）
日清紡ホールディングス㈱取締役専務執行役員
日清紡メカトロニクス㈱代表取締役社長（兼務）
日清紡ホールディングス㈱代表取締役社長（現職）
当社取締役（現職）
日本無線㈱取締役（現職）

－株

［重要な兼職の状況］
　日清紡ホールディングス㈱代表取締役社長
　日本無線㈱取締役

(取締役候補者の選任理由）
　河田正也氏は、日清紡ホールディングス㈱の代表取締役社長としての豊富な経験・実績を有し、国内外
の事業経営に高い見識を有しており、業務執行から独立した客観的な立場から、当社取締役としての責務
を十分果たし得る人物と判断し、取締役候補者といたしました。
（候補者と当社との間の特別の利害関係）
　河田正也氏は、当社の親会社である日清紡ホールディングス㈱の代表取締役社長であり、同社と当社と
の間には資金の借入等の取引があります。また、同氏は当社の親会社の子会社である日本無線㈱の取締
役であり、同社と当社の間には製品の売買等の取引があります。
（責任限定契約の内容の概要）
　当社は、河田正也氏との間で会社法423条第１項に定める賠償責任を会社法第425条第1項の最低責任
限度額に限定する責任限定契約を締結しております。同氏の重任が承認された場合、当該責任限定契約
を継続する予定であります。

６

〔　新　任　〕
あら

荒
 

　
けん

健
じ

次
(昭和28年11月21日生)

昭和51年４月
平成14年４月
平成18年１月
平成18年４月
平成20年４月
平成21年４月
平成23年６月
平成24年６月
平成25年４月
平成26年４月
平成26年６月
平成28年６月

日本無線㈱入社
同社システム機器事業部官庁営業部長
同社システム機器事業部副事業部長兼官庁営業部長
同社営業戦略本部ソリューション営業部長
同社執行役員営業戦略本部長
同社執行役員ソリューション事業本部長
同社取締役執行役員ソリューション事業本部長
JRCシステムサービス㈱取締役
日本無線㈱執行役員事業本部副本部長
同社執行役員事業本部長
同社取締役執行役員事業本部長
同社代表取締役社長（現職）

－株

［重要な兼職の状況］
　日本無線㈱代表取締役社長

(新任の取締役候補者の選任理由）
　荒　健次氏は、日本無線㈱の代表取締役社長としての豊富な経験・実績を有し、国内外の事業経営に高
い見識を有しており、業務執行から独立した客観的な立場から、当社取締役としての責務を十分果たし得る
人物と判断し、取締役候補者といたしました。
（候補者と当社との間の特別の利害関係）
　荒　健次氏は、当社の親会社の子会社である日本無線㈱の代表取締役社長であり、同社と当社の間には
製品の売買等の取引があります。
（責任限定契約の内容の概要）
　当社は、荒　健次氏が選任された場合、同氏との間で会社法第423条第１項に定める賠償責任を会社法
第425条第1項の最低責任限度額に限定する責任限定契約を締結する予定であります。

－ 33 －

取締役選任議案
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候補者
番 号

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（ 生 年 月 日 ）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位 お よ び 担 当
（ 重 要 な 兼 職 の 状 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

７

〔社外取締役候補者〕
た

田
 

　
なか

中
 

　
けん

健
いち

一
ろう

郎
(昭和21年４月30日生)

昭和47年４月

昭和57年４月

平成23年６月

弁護士登録（東京弁護士会）、新宿法律事務所所属

小倉田中法律事務所（現　ひびき法律事務所）所属

（現職）

当社社外取締役（現職）

－株

(社外取締役候補者の選任理由）
　田中健一郎氏は、弁護士としての専門的見地や幅広い見識を当社の経営の監督に活かしていただいて
いるものと判断し、同氏を引き続き社外取締役候補者といたしました。
（独立役員に関する事項）
　当社は、田中健一郎氏を㈱東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。同氏の重任が承
認された場合、同氏を引き続き独立役員として同取引所に届け出る予定であります。
（責任限定契約の内容の概要）
　当社は、田中健一郎氏との間で会社法第423条第１項に定める賠償責任を会社法第425条第1項の最低
責任限度額に限定する責任限定契約を締結しております。同氏の重任が承認された場合、当該責任限定
契約を継続する予定であります。
(社外取締役在任期間について）
　田中健一郎氏は、現在当社の社外取締役であり、その在任期間は、本総会終結の時をもって６年となりま
す。

８

〔社外取締役候補者〕
と

外
やま

山
かず

和
お

男
(昭和23年11月６日生)

昭和49年４月

平成７年７月

平成12年12月

平成14年４月

平成17年４月

平成20年４月

平成20年６月

平成21年４月

平成25年４月

平成28年６月

住友金属工業㈱(現・新日鐵住金㈱)入社

同社総合技術研究所機械システム研究部長

㈱住友金属小倉 取締役技術本部長

同社常務取締役

住友金属工業㈱常務執行役員総合技術研究所長

新日鐵住金ステンレス㈱専務執行役員

同社取締役専務執行役員

同社代表取締役副社長執行役員

同社顧問

当社社外取締役（現職）

－株

(社外取締役候補者の選任理由）
　外山和男氏は、他社の取締役の経験を有し、取締役としての豊富な経験と知識を当社の経営に活かして
いただけるものと判断し、同氏を引き続き社外取締役候補者といたしました。
（独立役員に関する事項）
　当社は、外山和男氏を㈱東京証券取引所に対し、独立役員として届け出ております。同氏の重任が承認
された場合、同氏を引き続き独立役員として同取引所に届け出る予定であります。
（責任限定契約の内容の概要）
　当社は、外山和男氏との間で会社法第423条第１項に定める賠償責任を会社法第425条第1項の最低責
任限度額に限定する責任限定契約を締結しております。同氏の重任が承認された場合、当該責任限定契
約を継続する予定であります。
(社外取締役在任期間について）
　外山和男氏は、現在当社の社外取締役であり、その在任期間は、本総会終結の時をもって１年となりま
す。

（注） 各候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

－ 34 －
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　第３号議案　監査役１名選任の件

　監査役　中西幹男氏は、本総会終結の時をもちまして辞任されますので、同氏の補

欠として社外監査役1名の選任をお願いするものであります。その任期は、当社定款の

定めにより、退任される監査役の任期の満了する時までとなります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　監査役候補者は、次のとおりであります。

ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 　 要 　 な 　 兼 　 職 　 の 　 状 　 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

〔社外監査役候補者〕
いま

今
い

井
たけ

武
ひろ

弘
(昭和34年２月21日生)

昭和57年４月

平成13年６月

平成16年４月

平成21年４月

日本無線㈱入社

同社総務部財務課長

同社経理部副参与

同社監査室長

－株

(新任の社外監査役候補者の選任理由）
　今井武弘氏は、過去に会社経営に関与したことはありませんが、当社の親会社の子会社 日本無線
㈱の監査室長としての業務経験を有し、当社の監査に活かしていただけることが期待されるため、社
外監査役候補者といたしました。
(責任限定契約の内容の概要）
　当社は、今井武弘氏が選任された場合、同氏との間で会社法第423条第１項に定める責任限定契約
を締結する予定であります。

（注） 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

－ 35 －
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　第４号議案　補欠監査役１名選任の件

　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、予め補欠監査役１名の選

任をお願いするものであります。

　なお、本議案に関しましては、監査役会の同意を得ております。

　補欠監査役候補者は、次のとおりであります。
ふ

氏
り

　
が

　
な

名
（生年月日）

略 歴 、 当 社 に お け る 地 位
（ 重 　 要 　 な 　 兼 　 職 　 の 　 状 　 況 ）

所有する当社
の 株 式 数

さ

佐
の

野
のぶ

允
お

夫
(昭和21年７月11日生)

昭和49年11月

昭和54年３月

昭和55年３月

昭和63年６月

平成19年１月

平成19年２月

平成27年６月

監査法人不二会計事務所入所

公認会計士登録

税理士登録

監査法人不二会計事務所代表社員

同法人退社

きさらぎ監査法人設立　代表社員(現職）

当社補欠監査役（現職）

－株

(補欠監査役候補者の選任理由）
　佐野允夫氏は、公認会計士・税理士として財務および会計に関する高い見識と経験を有し、当社の監査に活か
していただけることが期待されるため、補欠の社外監査役候補者といたしました。
(責任限定契約の内容の概要）
　当社は、佐野允夫氏が社外監査役に就任した場合、当社は同氏との間で会社法第423条第１項に定める責任限
定契約を締結する予定であります。

（注） 候補者と当社との間には特別の利害関係はありません。

以　上

－ 36 －
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株主総会会場ご案内

埼玉県ふじみ野市福岡二丁目１番１号　当社川越製作所会議室

  （TEL 049-264-2111）

至 川越

至 池袋

正門

至 ＪＲ南古谷駅

コ
コ
ネ
上
福
岡

東
武
ス
ト
ア

フ
ァ
ミ
リ
ー
マ
ー
ト

三
芳
野
第
２
病
院

イ
ト
ー
ヨ
ー
カ
堂

上
福
岡
消
防
署

ふ
じ
み
野
市
役
所

交
番

ス
ク
ラ
ン
ブ
ル
交
差
点

（
上
福
岡
駅
入
口
）

東
武
東
上
線

新
日
本
無
線

川
越
製
作
所

上
福
岡
駅

バ
ス
停　

大
日
本
印
刷
前

デ
ニ
ー
ズ

●　東武東上線「上福岡駅」下車　東口より　徒歩15分（会場入口まで約1.3㎞）

●　ＪＲ川越線「南古谷駅」下車　古01系統「上赤坂」行きバスにて10分「大日本印刷前」下車

　　徒歩１分（会場入口まで約0.1㎞）

地図




